
２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日

府中市長

都市整備部道路課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

地籍調査に関する事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
地籍調査をすることにより土地取引の円滑化、災害からの
早期の復旧・復興、効率的なインフラ整備、まちづくりを

進める大きな役割となる。

当 該 事 務 の 根 拠 国土調査法、地籍調査作業規定準則、民法第６９５条

４
当 該 事 務 の 対 象 者

市内に土地を有する個人及び団体
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



■　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
■　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

■　有り □　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日

府中市長

都市整備部道路課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り 法定外公共物（道路・水路）の用途廃止及び付替交換・払

下げに係る申請書扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
隣接土地所有者への法定外公共物（道路・水路）の払下げ
及び付替交換の実施により、官民相互の土地有効活用の促
進並びに無断使用防止と払下げによる財源補填となる。

当 該 事 務 の 根 拠 府中市法定外公共物の処分に関する要綱

４
当 該 事 務 の 対 象 者

市内に土地を所有するもの
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

法定外公共物払下げ・付替交換申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

2024年2月28日

府中市長

都市整備部道路課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

府中市インフラマネジメント計画改定検討協議会運営事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 報酬の支払い

当 該 事 務 の 根 拠
府中市インフラマネジメント計画改定検討協議会の設置に
関する規則

４
当 該 事 務 の 対 象 者

届出者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 □　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 ■　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

(1)　基本的事項

個人情報の記録媒体

５

個

人

情

報

の

内

容

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　親族関係・配偶者の有無

□　サーバ機器等

第２号様式（表）（第５条）

令和5年4月10日

都市整備部計画課長

個人情報取扱事務届出書

府中市長

国土利用計画法届出経由事務

国土利用計画法第２３条第１項の規定による届出に係る事務
処理について、円滑な施行を図るため

国土利用計画法第２３条第１項

□　その他個人を識別する情報

□　成績・評価

６

と な る 個 人 の 範 囲
土地売買等の届出者

個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

□　金融機関の口座

□　性別

(2)　家族状況等

(4) 要配慮個人情報

■　電話番号・メールアドレス

□　個人番号

□　職業・職歴

■　財産・収入

□　家族状況

(3)　社会生活

□　学校名・学歴

□　犯罪により害を被った事実

１
個 人 情 報 を 取 り

扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的

■　住所

□　年齢□　生年月日

当 該 事 務 の 根 拠

４
当 該 事 務 の 対 象 者

■　氏名

□　資格・処罰 □　住居の状況

□　その他

■含まない□　含む

□　フィルム

□　図面

□　公的扶助

□　犯罪の経歴

□　病歴

■　文書



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意

■　無し

■　無し

当該事務の委託の有無

個人情報の目的外利用の有無

個人情報の目的外利用をする根拠

□　有り

□　有り

□　統計の作成又は学術研究等

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

■　本人からの届出・申請等

(2)　収集の手段

□　他の実施機関

第２号様式（裏）

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

(1)　収集の相手方

□　無し

■　その他（　本人からの委任者　）

■　国・地方公共団体■　有り

□　その他（　　　    　　　　　　）

■　本人

12

備考欄

■　相当の理由（　　法令等による　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

□　その他特別な理由

11

土地売買等届出書

□　本人以外への照会

10

13

□　本人の同意

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

□　他の実施機関

□　民間・私人

□　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

■　本人以外



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

景観関連事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
市民が愛着を持ち、魅力を感じる都市景観を推進し、もって市民
の快適な生活環境の確保に資すること

当 該 事 務 の 根 拠

景観法第１６条、第１７条、府中市景観条例第３条第３項、第９条第１項、
第９条の３第１項、第１３条の３第１項、第１３条の６第２項、第１３条の７第１
項、第１４条第２項、同条第３項、第１５条第３項、第１７条、第２０条、府中
市景観条例施行規則第４条、第１７条の５、第１７条の６

４
当 該 事 務 の 対 象 者 開発事業者（建築主）、土地所有者、代理人、設計者、景観協定認可申

請に係る土地所有者等利害関係人、景観啓発にかかる承諾書と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 ■　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

■　その他（　本人からの委任者　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

行為の届出書、景観構想の届出書、地区計画区域内の建築物等の認定



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

地域まちづくり条例開発事業関連業務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
無秩序な開発行為を防止し、健全で潤いのある都市環境の実現
を図ること

当 該 事 務 の 根 拠

都市計画法第３２条、府中市地域まちづくり条例第１５条、第１７条第２項
から第４項、第１８条第２項から第７項、第１９条、第２１条、第２２条第１
項、第２３条第２項、第２４条第３項、第２５条、第２７条、第２８条、第２９条
の２第１項、第２９条の３、第３３条、府中市地域まちづくり条例施行規則
第２１条、第２５条、第２７条、第２８条、第３１条、第３２条、第３８条

４
当 該 事 務 の 対 象 者

開発事業者（建築主）、土地所有者、代理人、設計者、土地利用構想及
び見解書・意見書の縦覧者、意見書提出者、説明会出席者、公聴会公
述人及び傍聴者、土地利用景観調整審査会傍聴者、土地利用景観調
整審査会委員の氏名以外の個人に係る部分

と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 ■　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

■　資格・処罰 ■　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 ■　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

■　その他（　本人からの委任者　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

事前協議書、同意申請書、協定締結申入書、工事着手届、工事完了届



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

租税特別措置法に基づく優良住宅認定事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
租税特別措置法の規定による届出に係る事務処理について、円
滑な施行を図るため

当 該 事 務 の 根 拠 租税特別措置法

４
当 該 事 務 の 対 象 者

優良住宅認定申請者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　                 　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

優良住宅認定申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

都市計画証明に関する事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的都市計画等の証明を行う

当 該 事 務 の 根 拠
租税特別措置法
府中市都市計画に関する証明等事務取扱基準第３

４
当 該 事 務 の 対 象 者

都市計画に関する証明願の個人に係る部分
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

■　その他（　本人からの委任者　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

都市計画に関する証明願



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 ■　個人番号

□　職業・職歴 □　成績・評価

■　資格・処罰 ■　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 ■　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
中高層建築物の建築に係る紛争を未然に防止し、健全な生活環境の維
持・向上及び良好な近隣関係を確保することを目的とする。

当 該 事 務 の 根 拠
府中市中高層建築物の建築に係る紛争と調整に関する条例第６条第２
項、第７条第２項から第４項、第８条、第１１条、第１３条

４
当 該 事 務 の 対 象 者 建築主、設計者、工事施工者、近隣住民、紛争調停委員会委員の氏名

以外の個人に係る部分、標識設置閲覧簿と な る 個 人 の 範 囲

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する事務
扱 う 事 務 の 名 称

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 ■　相当の理由（　法令等、出版・報道等　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

標識設置届、住民説明会報告書、あっ旋及び調停の議事録、調停案、受諾書

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

■　有り □　無し

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

□　民間・私人

■　その他（　本人からの委任者　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 ■　個人番号

■　職業・職歴 □　成績・評価

■　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
地域の特性を生かした住みよいまちの実現に向けまちづくり活動を行う
団体に対し、支援を行いまちづくり活動の推進を図る。

当 該 事 務 の 根 拠 府中市地域まちづくり条例第２９条の４

４
当 該 事 務 の 対 象 者

まちづくり専門家及びまちづくり専門家派遣を申請した団体構成員
と な る 個 人 の 範 囲

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り府中市まちづくり活動に関する支援・府中市まちづくり専門家の

派遣等に関する支援扱 う 事 務 の 名 称

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

まちづくり活動支援申請書、まちづくり専門家登録申請書

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 ■　個人番号

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
都市の健全な発展と秩序ある整備を図りつつ、適正な制限のもとに合理
的な土地利用を図ること

当 該 事 務 の 根 拠
都市計画法第１６条第２項、第１７条第１項及び第２項、第２１条の２、第５８条の２第１項及び第２項、府中市地域まちづく
り条例第８条第１項、第９条第１項、第１１条、第１２条、第１３条、第１４条
府中市都市計画審議会条例第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項、府中市都市計画審議会運営規則第９条

４
当 該 事 務 の 対 象 者 縦覧者名簿、意見書提出者、説明会及び公聴会出席者、都市計画審議会傍聴

者名簿、都市計画審議会委員の氏名以外の個人に係る部分、都市計画審議会
市民委員の応募者、地区計画の届出申請者、都市計画提案者と な る 個 人 の 範 囲

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

都市計画関連事務
扱 う 事 務 の 名 称

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

都市計画案の縦覧結果、都市計画案の説明会結果、地区計画の届出、都市計画審議会委
員名簿

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）
□　統計の作成又は学術研究
等

□　その他特別な理由

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

まちづくり誘導地区及び誘導計画関連事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
まちづくりを誘導する必要がある地区をまちづくり誘導地区に指定し、誘
導計画を策定すること

当 該 事 務 の 根 拠
府中市地域まちづくり条例第９条の２第2項、第９条の４第２項、第
３項、第９条の６

４
当 該 事 務 の 対 象 者 まちづくり誘導地区の説明会及び協議会の出席者、まちづくり誘導計画

案に係る縦覧者及び意見書の提出者、まちづくり協議会の構成員及び
出席者と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

■　有り □　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

まちづくり誘導地区の説明会結果、まちづくり誘導地区の協議会結果
まちづくり誘導計画案の縦覧結果、まちづくり協議会名簿



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和6年4月1日

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

地域公共交通計画関係事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
まちづくりと一体となった持続可能な地域公共交通ネットワークの形成を
実現すること。

当 該 事 務 の 根 拠
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第６条第１項
府中市地域公共交通協議会規則

４
当 該 事 務 の 対 象 者 地域公共交通計画に係るパブリックコメント提出者名簿、地域公共交通

協議会傍聴者名簿、地域公共交通協議会委員の氏名以外の個人に係
る部分、地域公共交通協議会市民委員の応募者と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 ■　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 ■　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

地域公共交通ネットワーク再編計画に係るパブリックコメント結果、地域公共交通協議
会委員名簿



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 ■　個人番号

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 ■　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
面的・一体的なバリアフリー化を図ることを目的として移
動等円滑化促進方針等を策定・推進すること。

当 該 事 務 の 根 拠
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第２４条
の４第１項及び第２６条第１項
府中市移動等円滑化促進方針等推進協議会規則

４
当 該 事 務 の 対 象 者 移動等円滑化促進方針等に係るパブリックコメント提出

者、イベント参加者、移動等円滑化促進方針等推進協議会
傍聴者、同協議会委員、同協議会の公募市民委員の応募者と な る 個 人 の 範 囲

府中市長

都市整備部計画課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

移動等円滑化促進方針等関係事務
扱 う 事 務 の 名 称

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月10日



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

　移動等円滑化促進方針等に係るパブリックコメント結果、委員名簿、参加者名簿

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）
□　統計の作成又は学術研究
等

□　その他特別な理由

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関



２

３

□　人種 ■　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

■　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月11日

府中市長

都市整備部　公園緑地課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

生産緑地関連事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
生産緑地地区を都市計画決定するための申請及び買取り申
出の手続きのため、また、生産緑地地区適正管理指導のた

め

当 該 事 務 の 根 拠
都市計画法第８条第１項１４号
生産緑地法第３条、第７条、第８条、第１０条、第１０条の２、第１０条の３、
第１０条の５、第１０条の６、第１４条、第１７条、第１７条の２他

４
当 該 事 務 の 対 象 者 府中都市計画生産緑地地区指定申請者、同意者、主たる農

業従事者、買取り申出者（故障認定申出者含む）と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 ■　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

■　含む □含まない

■　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

■　可搬記録媒体（　デジカメ・ＳＤカード　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

■　有り □　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

府中都市計画生産緑地地区指定申請書、同意書、農地等明細書、営農概要書、生産緑地買取申出
書、申出書（故障認定）、生産緑地台帳、特定生産緑地指定申請書、特定生産緑地指定同意書、
特定生産緑地の指定に関する確認書、特定生産緑地の指定を希望しない旨の確認書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

■　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月11日

府中市長

都市整備部　公園緑地課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

公園等清掃業務委託
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
地域に密着した公園・広場は、地域住民による管理を進め

る。

当 該 事 務 の 根 拠 公園・広場の施設管理委託

４
当 該 事 務 の 対 象 者

地元団体の代表者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

公園等清掃業務委託関係



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月11日

府中市長

都市整備部　公園緑地課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

インフラ管理ボランティア制度
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 インフラ管理ボランティア制度事業の適正な運営のため

当 該 事 務 の 根 拠 府中市インフラ管理ボランティア制度実施要領

４
当 該 事 務 の 対 象 者

インフラ管理ボランティア制度登録者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

インフラ管理ボランティア登録者名簿



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月11日

府中市長

都市整備部　公園緑地課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

美好町第３公園等防犯カメラ設置及び運用事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 不法投棄の抑止

当 該 事 務 の 根 拠
美好町第３公園等防犯カメラの設置及び管理運用に関する

取扱基準

４
当 該 事 務 の 対 象 者

防犯カメラに映る者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

□　氏名 □　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 □　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 ■　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 □　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

□　文書 □　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

■　その他（　ハードディスク　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

□　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

■　その他（　防犯カメラ　）

(2)　収集の手段

□　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

■　その他（　防犯カメラ　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

記録媒体にのみ保存



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年7月28日

府中市長

都市整備部建築指導課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

違反建築物等是正事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
建築基準法関連法規違反建築物等の是正指導を行い、建築物
等の安全性を確保し、市民の生命、健康及び財産の保護を図
る

当 該 事 務 の 根 拠
建築基準法及び同法関連法規
府中市監察事務処理要領

４
当 該 事 務 の 対 象 者 建築主、工事請負人、現場管理者、所有者、管理者、占有

者、陳情者（任意）と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（光ディスク　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



■　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

■　その他（国・地方公共団体）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

・違反建築物等調書　　　・陳情受付簿　　　・関係機関連携のための連絡書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年7月28日

府中市長

都市整備部建築指導課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

低炭素建築物新築等計画認定及び変更認定審査事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 同上

当 該 事 務 の 根 拠
都市の低炭素化の促進に関する法律
第５３条及び第５５条

４
当 該 事 務 の 対 象 者

認定申請者となる個人
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 □　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（光ディスク　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

・低炭素建築物新築等計画認定申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年7月28日

府中市長

都市整備部建築指導課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

建築物省エネ法に基づく届出及び適合性判定等事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能の向上を図り、
もって国民経済の健全な発展と国民生活の安定向上に寄与す
る。

当 該 事 務 の 根 拠 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

４
当 該 事 務 の 対 象 者

建築主、所有者、管理者、占有者、代理者、設計者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム □　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（光ディスク　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年7月28日

府中市長

都市整備部建築指導課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

ブロック塀等安全対策費用助成事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
災害時などの避難経路となる道の沿道にある民間のブロック
塀等の倒壊による被害を防止し、市民の安全・安心を図る

当 該 事 務 の 根 拠
府中市耐震改修促進計画
府中市ブロック塀等安全対策費用助成金交付要綱

４
当 該 事 務 の 対 象 者

ブロック塀等の所有者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（光ディスク　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

府中市ブロック塀等安全対策費用助成金交付要綱事前相談カード
府中市ブロック塀等安全対策費用助成金交付申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年7月28日

府中市長

都市整備部建築指導課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

屋外広告物申請に係る事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 同上

当 該 事 務 の 根 拠
東京都屋外広告物条例
第40条、第43条、第4９条

４
当 該 事 務 の 対 象 者

認定申請者となる個人
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（光ディスク　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等 □　本人以外への照会

□　その他（　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

管理台帳
・屋外広告物許可申請書



２

３

■　人種 ■　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 ■　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和6年2月27日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

居住支援事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進す
るため

当 該 事 務 の 根 拠
府中市居住支援協議会会則
府中市住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅に係る保険料助成要綱
府中市住宅確保要配慮者住替支援補助金交付要綱

４
当 該 事 務 の 対 象 者 居住支援協議会の活動に伴う住まい相談者、各種補助金の

申請者と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 ■　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

■　家族状況 ■　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

■　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

■　含む □含まない

■　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

■　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

□　無し □　他の実施機関

■　有り □　国・地方公共団体

■　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

■　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

■　有り □　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

■　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

住まい相談シート、少額短期保険等保険料助成金交付申請書、住宅確保要配慮者住替支援補助金交付申請



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和6年4月1日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

マンション適正管理促進事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
マンションの管理不全を予防し適正な管理を促進し、良質
なマンションストック及び良好な居住環境の形成を図る

当 該 事 務 の 根 拠
・マンションの管理の適正化の推進に関する法律
・東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例
・市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例

４
当 該 事 務 の 対 象 者

マンションの区分所有者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

□　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 ■　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

■　有り □　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

管理計画認定申請書・管理状況届出書・マンションアドバイザー制度利用助成金交付申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

マンション建替組合等設立認可事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 組合設立認可の審査のため

当 該 事 務 の 根 拠
マンションの建替え等の円滑化に関する法律・同施行令・
同施行規則

４
当 該 事 務 の 対 象 者

マンションの区分所有者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 ■　性別

■　生年月日 □　年齢 □　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

■　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 ■　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

マンション建替組合設立認可申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

マンション建替組合等に係る権利変換計画等認可事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 権利変換計画等認可の審査のため

当 該 事 務 の 根 拠
マンションの建替え等の円滑化に関する法律・同施行令・
同施行規則

４
当 該 事 務 の 対 象 者

施行再建マンションの権利者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 □　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 ■　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

権利変換計画認可申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
地震発生時の建築物倒壊による道路閉塞を防ぐため、緊急
輸送道路沿道建築物の耐震化を促進し、災害に強いまちづ
くりを目指す。

当 該 事 務 の 根 拠
建築物の耐震改修の促進に関する法律
東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する
条例

４
当 該 事 務 の 対 象 者

緊急輸送道路沿道建築物の所有者及び管理者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成金交付申請書、耐震診断実施結果報告書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

耐震改修等補助事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
平成１２年５月３１日以前に建築された木造住宅の耐震化
を図り、災害に強いまちづくりを進めることを目的とす
る。

当 該 事 務 の 根 拠 建築物の耐震改修の促進に関する法律

４
当 該 事 務 の 対 象 者

木造住宅の所有者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

■　家族状況 ■　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

木造住宅耐震診断相談書、木造住宅耐震診断調査助成金交付決定通知書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

要緊急安全確認大規模建築物耐震化促進事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及
び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する建築物のうち
大規模なもの等について、地震発生時の建築物倒壊を防ぐ
ため建築物の耐震化を促進し、災害に強いまちづくりを目
指す。

当 該 事 務 の 根 拠 建築物の耐震改修の促進に関する法律

４
当 該 事 務 の 対 象 者

要緊急安全確認大規模建築物の所有者及び管理者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

耐震診断の結果の報告書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

分譲マンション耐震化促進事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
昭和５６年５月３１日以前に建築された分譲マンションの
耐震化を図り、災害に強いまちづくりを進めることを目的
とする。

当 該 事 務 の 根 拠 建築物の耐震改修の促進に関する法律

４
当 該 事 務 の 対 象 者

分譲マンションの区分所有者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 ■　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

分譲マンション耐震化促進事業助成金事前協議書、交付申請書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

■　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

吹付けアスベスト等飛散防止対策促進事業
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
吹付けアスベスト等の飛散防止対策を促進し、安全で快適
なまちづくりを実現させることを目的とする。

当 該 事 務 の 根 拠
府中市吹付けアスベスト等飛散防止対策促進事業助成金交
付要綱

４
当 該 事 務 の 対 象 者

吹付けアスベスト等の含有の可能性のある建築物の所有者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

■　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 ■　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



■　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
■　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

民間建築物アスベスト調査台帳、吹付けアスベスト等飛散防止対策促進事業助成金交付
申請書



２

３

□　人種 ■　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和5年4月12日

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

都営住宅地元割当募集事務
扱 う 事 務 の 名 称

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的 都営住宅地元割当募集事務の適切な執行のため

当 該 事 務 の 根 拠
都営住宅等地元割当事務処理要綱・東京都営住宅条例・公
営住宅法・同施行令・同施行規則

４
当 該 事 務 の 対 象 者

応募者
と な る 個 人 の 範 囲

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 ■　性別

■　生年月日 ■　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

■　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

■　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 ■　財産・収入 ■　住居の状況

■　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

(4) 要配慮個人情報

■　含む □含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

６ 個人情報の処理方法

□　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

□　本人以外 □　他の実施機関

□　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

都営住宅入居資格審査調書



２

３

□　人種 □　心身機能の障害

□　信条 □　健康診断結果

□　社会的身分 □　その他政令で定める情報

□　写真

□　パソコン機器等

　

□　可搬記録媒体（　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６ 個人情報の処理方法

■　情報システム等 ■　情報システム等以外

７ 個人情報の記録媒体

■　文書 □　図面

□　フィルム ■　サーバ機器等

(4) 要配慮個人情報

□　含む ■含まない

□　病歴

□　犯罪の経歴

□　犯罪により害を被った事実

５

個

人

情

報

の

内

容

□　金融機関の口座 □　個人番号

□　職業・職歴 □　成績・評価

□　資格・処罰 □　財産・収入 □　住居の状況

□　公的扶助 □　その他

□　学校名・学歴

□　その他個人を識別する情報

(2)　家族状況等

□　家族状況 □　親族関係・配偶者の有無

(3)　社会生活

(1)　基本的事項

■　氏名 ■　住所 □　性別

■　生年月日 □　年齢 ■　電話番号・メールアドレス

個 人 情 報 の 利 用 の 目 的
住宅確保要配慮者に対して、入居中サポートを行う民間賃
貸住宅を供給する

当 該 事 務 の 根 拠
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する
法律第40条、41条

４
当 該 事 務 の 対 象 者

居住安定援助賃貸住宅事業を行う賃借人、援助実施者
と な る 個 人 の 範 囲

府中市長

都市整備部住宅課長

府中市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第１項本文の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

１
個 人 情 報 を 取 り

居住安定援助計画認定事務
扱 う 事 務 の 名 称

第２号様式（表）（第５条）

個人情報取扱事務届出書

令和７年３月　  日



□　国・地方公共団体

□　電子計算組織との結合

備考欄

13 個人情報の目的外利用をする根拠

□　本人の同意 □　相当の理由（　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報を記録する主な文書等の名称

居住安定援助計画認定申請書、居住安定援助賃貸住宅事業定期報告書

11 当該事務の委託の有無

□　有り ■　無し

12 個人情報の目的外利用の有無

□　有り ■　無し

10 個人情報を経常的に提供する根拠

□　本人の同意 ■　相当の理由（　　法令等　　　　　）

□　統計の作成又は学術研究等 □　その他特別な理由

□　その他（　　　    　　　　　　）

９ 個人情報の経常的な提供先

■　無し □　他の実施機関

□　有り □　国・地方公共団体

□　民間団体・私人（　　　　　　　　　）

■　民間・私人

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

(2)　収集の手段

■　本人からの届出・申請等
□　本人以外への照
会

第２号様式（裏）

８

個

人

情

報

の

収

集

方

法

(1)　収集の相手方

■　本人

■　本人以外 □　他の実施機関


